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第
二
十
二
条
の
二
十
七
第
一
項
各
号
を
次
の
よ
う
に
改

め
る
。

一

修
業
年
限
は
、お
お
む
ね
八
月
以
内
で
あ
る
こ
と
。

二

研
修
の
内
容
は
、
第
二
十
二
条
の
二
十
三
第
二
項

に
規
定
す
る
基
準
以
上
で
あ
る
こ
と
。

三

前
号
に
規
定
す
る
研
修
の
内
容
を
教
授
す
る
の
に

必
要
な
数
の
講
師
を
有
す
る
こ
と
。

四

講
師
は
、
介
護
職
員
初
任
者
研
修
課
程
を
教
授
す

る
の
に
適
当
な
者
で
あ
る
こ
と
。

〇
厚
生
労
働
省
令
第
二
十
五
号

介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
百

十
五
条
の
四
十
五
第
二
項
、
第
百
十
五
条
の
四
十
七
第
五

項
、
第
六
項
及
び
第
八
項
並
び
に
第
百
七
十
六
条
第
一
項

第
二
号
並
び
に
介
護
保
険
法
施
行
令
（
平
成
十
年
政
令
第

四
百
十
二
号
）
第
三
条
第
一
項
第
二
号
及
び
第
四
項
並
び

に
第
四
条
第
一
項
第
九
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
介
護
保
険

法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定

め
る
。

平
成
二
十
四
年
三
月
二
日

厚
生
労
働
大
臣

小
宮
山
洋
子

介
護
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

介
護
保
険
法
施
行
規
則
（
平
成
十
一
年
厚
生
省
令
第
三

十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

目
次
中
「
第
百
四
十
条
の
六
十
三
e

第
百
四
十
条
の
六

十
八
」
を
「
第
百
四
十
条
の
六
十
二
の
三
e

第
百
四
十
条

の
七
十
二
」
に
、「
第
百
六
十
条
」
を
「
第
百
五
十
九
条
の

二
・
第
百
六
十
条
」
に
改
め
る
。

第
十
七
条
の
六
か
ら
第
十
七
条
の
八
ま
で
の
規
定
（
見

出
し
を
含
む
。）中
「
第
八
条
第
二
十
条
」
を
「
第
八
条
第

二
十
項
」
に
改
め
る
。

第
二
十
二
条
の
二
十
三
第
一
項
中
「
介
護
全
般
に
関
す

る
介
護
職
員
基
礎
研
修
課
程
、
訪
問
介
護
に
関
す
る
一
級

課
程
（
以
下
「
一
級
課
程
」
と
い
う
。）、
訪
問
介
護
に
関

す
る
二
級
課
程
（
以
下
「
二
級
課
程
」
と
い
う
。）及
び
訪

問
介
護
に
関
す
る
三
級
課
程
（
以
下
「
三
級
課
程
」
と
い

う
。）」
を
「
介
護
職
員
初
任
者
研
修
課
程
」
に
改
め
る
。

第
二
十
二
条
の
二
十
四
第
一
項
中
「
、
演
習
及
び
実
習

に
よ
り
行
う
」
を
「
及
び
演
習
に
よ
り
行
う
も
の
と
し
、

必
要
に
応
じ
て
、
実
習
に
よ
り
行
う
こ
と
が
で
き
る
」
に

改
め
る
。

第
二
十
二
条
の
二
十
六
第
一
項
第
二
号
中「
及
び
課
程
」

を
削
り
、
同
項
第
六
号
中
「
実
習
施
設
」
を
「
実
習
を
行

お
う
と
す
る
者
に
あ
っ
て
は
、
実
習
施
設
」
に
改
め
る
。

lllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllll

〔
省

令
〕

〇
介
護
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令
（
厚
生
労
働
二
五
）

J

〔
告

示
〕

〇
除
籍
が
滅
失
し
た
件
（
法
務
七
八
）

L

〇
公
証
人
法
第
七
条
ノ
二
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
指
定
の
件
（
同
七
九
）

〇
著
作
権
法
第
三
十
七
条
第
三
項
の
視
覚
障

害
者
等
の
た
め
の
複
製
又
は
自
動
公
衆
送

信
が
認
め
ら
れ
る
者
の
指
定
の
件

（
文
化
庁
一
八
）

〇
生
物
学
的
製
剤
基
準
の
一
部
を
改
正
す
る

件
（
厚
生
労
働
七
〇
）

〇
介
護
保
険
法
施
行
規
則
第
二
十
二
条
の
二

十
三
第
二
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
大
臣

が
定
め
る
基
準
（
同
七
一
）

〇
農
林
物
資
の
規
格
化
及
び
品
質
表
示
の
適

正
化
に
関
す
る
法
律
の
規
定
に
基
づ
き
、

登
録
認
定
機
関
の
登
録
事
項
の
変
更
の
届

出
が
あ
っ
た
件
（
農
林
水
産
五
六
四
）

M

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
同
五
六
五
〜
五
七
一
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁建

設
業
の
許
可
の
取
消
処
分
、
基
本
測
量

関
係
事
項
関
係

J
J

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

企
業
年
金
基
金
変
更
関
係

L
K

会
社
そ
の
他

〇
船
舶
安
全
法
の
規
定
に
基
づ
き
認
定
事
業

場
と
し
て
認
定
し
た
件

（
国
土
交
通
二
一
一
）

N

〇
土
地
収
用
法
の
規
定
に
基
づ
き
事
業
の
認

定
を
し
た
件
（
同
二
一
二
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
の
指
定
を
解
除
す

る
件
（
同
二
一
三
）

O

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
関
東
地
方
整
備
局
五
四
〜
五
九
）

〇
建
築
基
準
法
の
規
定
に
基
づ
く
指
定
確
認

検
査
機
関
の
指
定
等
を
し
た
件（
同
六
〇
）

P

〇
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法

律
の
規
定
に
よ
り
登
録
住
宅
性
能
評
価
機

関
を
登
録
し
た
件
（
同
六
一
）

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件

（
中
部
地
方
整
備
局
三
三
〜
三
六
）

〇
道
路
に
関
す
る
件
（
同
三
七
〜
三
九
）

Q

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件

（
近
畿
地
方
整
備
局
五
六
、
五
七
）

〔
国
会
事
項
〕

R

〔
人
事
異
動
〕

最
高
裁
判
所

R

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

R

〔
官
庁
報
告
〕

労

働

争
議
行
為
の
通
知
の
公
表
に
つ
い
て

（
厚
生
労
働
省
）

J
I

労
働
保
険
審
査
官
及
び
労
働
保
険
審
査
会
法

第
五
条
の
規
定
に
基
づ
く
関
係
事
業
主
を
代

表
す
る
者
の
候
補
者
の
推
薦
に
つ
い
て（
同
）

˜
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